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序     文 

 

ウズベキスタン国（以下ウ国）では、1991 年の独立以降、市場経済化を進めてきています。税に

ついても、所得税・資産税などの導入を始めとする税制の整備が行われるとともに、税務行政にお

いては申告納税制度の導入が図られるなど、現在事実上の国際標準となっている各種制度の導入が

進められてきています。 

こうした取組みを進めるにあたり、市場経済化に伴う混乱を回避すべく、ウ国では漸進的な改革

を進めてきていますが、税務行政の分野においては滞納が頻発するなどの問題点が指摘されていま

す。これは、もともと納税者に税に関する知識が不足していたこと、納税者数が急激に増加したり、

市場経済的な税目が新設されたりするという状況に対し、税務執行官の能力向上が不足していたこ

となどが理由として挙げられます。 

かかる背景の下、ウ国政府より我が国に対し、「税務当局機構の最適化」「徴税官の訓練、スキル

アップ」「税務当局および納税者間の関係改善」「税制の最適化」等を目的した支援の要請が提出さ

れました。 

この要請は 2006 年度技術協力プロジェクト案件として採択され、2007 年 1 月 16 日～2007 年 1 月

27日にかけ事前評価調査団を、2007年3月13日～2007年3月17日にかけ第2次事前評価調査団を、

それぞれ派遣し、ウ国の税務行政に関する現状調査を行うとともに、支援ニーズを確認しました。

また、これらの調査を踏まえ、2007 年 10 月 2 日～2007 年 10 月 7 日にかけて技術協力プロジェクト

の基本的枠組みに関する協議を目的とした調査団を派遣しました。この協議において、技術協力プ

ロジェクト実施に際しての我が国及びウ国双方の責任分担を確認するとともに、具体的な協力内容

及び計画について協議を行いました。この合意結果については、取り纏めのうえ 2007 年 12 月 28 日

に署名交換を行いました。 

本報告書は、これらの調査団の調査結果をまとめたものです。ここに、これらの調査団の派遣に

あたりご協力いただいた両国の関係各位に対し深甚なる謝意を表するとともに、あわせて今後のご

支援をお願いする次第です。 

 

2008 年 2 月 

独立行政法人国際協力機構 

経済開発部長 新井 正博 

 

 





関係地図 

 

 
出所: http://www.lib.utexas.edu/maps/uzbekistan.html 

 





 

第1章  事前評価調査 

 

1-1 調査の背景 

 

ウ国では、独立以降、綿花・金を始めとする一次産品中心の経済構造を維持しつつ、漸進的な

改革を進めるとの方針に基づいた経済運営を行ってきた。しかしながら、1996 年の綿花不作を契

機に、一次産品市場の低迷に伴う経済不振からの脱却を目指して市場経済への移行を加速させて

おり、近時は行政・経済改革の促進や立法の強化に関する取り組みが進められている。特に、経

済成長のためには民間セクター開発が不可欠との考え方の下、2005 年 6 月には国内の中小企業振

興を目的とした各種大統領令が発令されるなど、国内の民間セクター振興にかかる制度改革、規

制緩和に関する取り組みが進められているところである。 

今後のウ国経済発展においては、民間セクターの活性化が不可欠であり、そのためには税務行

政の改善が重要な地位を占めることから、JICA では、2003 年 11 月～2004 年 8 月まで技術協力プ

ロジェクト「税制・税務行政改革のための共同調査研究」を実施した。このプロジェクトでは、

報告書を全面的にウ国側 C/P が作成し、日本側専門家グループがその助言、質問への回答を行う

とともに、客観的情報を得るために納税者意識調査を実施したものであるが、その際にも「頻繁

な税制の改訂」、「高率な税制」、「税務署に対して極めて弱い個別企業の立場」等の問題が指摘さ

れている。 

今後、こうした提言に基づき税務行政改善を進めていく必要があるが、ウ国には十分な知見が

なく、依然として先進諸国からの支援を必要としている。こうしたことから、先般の技協プロジ

ェクトでの提言をふまえ、「税務当局機構の最適化」、「徴税官の訓練、スキルアップ」、「税務当局

および納税者間の関係改善」、「税制の最適化」等を目的した本プロジェクトの要請が提出された。 

 

1-2  調査の目的 

 

 まず、ウ国における税制・税務行政について概要を把握することを目的とする。JICA において

は、2003 年 11 月から 2004 年 8 月にかけて技術協力プロジェクト「税制・税務行政改革のための

共同調査研究」を実施したところであるが、右調査結果を参考にしつつ、その後の制度改革の進

捗等を調査し、税制・税務行政の現状につき確認する必要がある。 

 また、本件協力要請の内容として幅広い項目が挙げられているところ、ニーズの確認を行う。

特に、プロジェクトの目標として公正・中立な税務体系の構築及び納税者の信頼獲得が挙げられ

ているが、これらは税制及び税務行政双方を含んでおり、ニーズの精緻化を行う必要がある。あ

わせて、我が方としては税務行政に注力する方針であることを伝える必要がある。 

最後に実施体制として、ウ国側の体制を確認する。特に、正式要請書においてはカウンターパ

ート機関として国家税務委員会・税務大学校・財務政策研究所など数多くの機関が挙げられてい

るところ、ニーズの精緻化を踏まえ、どの機関がウンターパートとして適切か調査し、先方実施

体制につき確認する。 

以上を踏まえ、主な調査項目は以下のとおり。 
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（１）「ウ国税務行政改善プロジェクト」に係る要請の背景・内容・方法の確認（ウ国における税

務行政に係る現状及び課題の確認） 

（２）ウ国における税務職員に対する研修制度の確認 

（３）技術協力プロジェクトの上位目標・目標・成果・活動の検討 

（４）実施体制の確認 

 

1-3  調査団構成 

 

調査団員 

団長・総括 村松 洋介 国税庁国際業務課国際支援官 兼 税務大学校主任教授

協力企画 押切 康志 独立行政法人国際協力機構 

経済開発部 経済政策・金融チーム職員 

評価分析 小野澤 雅人 (株)ピオニエ・リサーチ 

通訳 岡林 直子 (財)日本国際協力センター 

 

1-4  調査日程 

 

  2007 年 1 月 16 日（火）～1月 27 日（金）（12 日間） 

日付 活動 

1 月 16 日(火) 13：30  評価分析団員・通訳団員成田発 (OZ101)  

16：10  ソウル着 

17：20 ソウル発（OZ0573） 

21：10 タシケント着 

1 月 17 日(水) 10：00 JICA 事務所打合せ 

15：00 State Tax Committee（STC） 

1 月 18 日(木) 10：00 UNDP Tax Project 

16：00 Ministry of Finance（MOF） 

1 月 19 日(金) PCM ワークショップ 

【官団員】 

13：30  官団員成田発 (OZ101)  

16：10  ソウル着 

17：20 ソウル発（OZ573） 

21：10 タシケント着 

1 月 20 日(土) 団内打ち合わせ 
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1 月 21 日(日) 資料整理 

1 月 22 日(月) 10：00 JICA 事務所打ち合わせ 

11：30 日本大使館表敬 

15：00 STC 

1 月 23 日（火） 10：00 Tax Academy 

12：30 Banking and Finance Academy 

15：00 Chamber of Tax Consultants 

17：00 World Bank 

1 月 24 日(水) 10：00 Center for Socio-economic Researches 

11：50 Ministry of Justice 

14：40 UNDP 

1 月 25 日(木) 10：00 STC（M/M 協議） 

1 月 26 日（金） 11：00 STC(M/M 署名) 

15：00 JICA 事務所報告 

16：00 日本大使館報告 

22：30 タシケント発（OZ574） 

1 月 27 日（土） 08：50 ソウル着 

10：00 ソウル発（OZ102） 

12：10 成田着 

 

1-5  調査結果概要 

 

本事前評価調査においては、ウ国において国家税務委員会を始めとする関係機関との協議を通

じた先方協力ニーズの確認を行い、技術協力プロジェクトの上位目標・目標・成果・活動の具体

化に必要な情報を幅広く収集した。主な調査結果は以下のとおり。 

（１）「ウ国税務行政改善プロジェクト」に係る要請の背景・内容・方法について 

① ウ国の税制・税務行政について 

 税制については財務省が所管。また、内閣府社会経済研究所が調査研究を行い、財務省に

提言するシンクタンク機能を有する。民間セクター振興の観点から、法人税は累次の引下げ

を実施しており、税率は 95 年に 38％だったものが 07 年以降 10％に低減されている。 

税務行政については国家税務委員会が所管。中央に国家税務委員会、各州に地方支局（14

箇所）、地方支局の下に税務署（Inspector、199 箇所）が設置されており、本邦と同じく 3層

構造になっている。職員数は 1 万 2 千名であり、本邦における国税職員数 5 万 6 千名と比較

すると、人口に対する比率はほぼ同一である。なお、ウ国では、地方税の徴収も国家税務委
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員会が行っている点に留意。 

また、税制・税務行政について、大統領令を中心とした各種政令レベルで規定されている

事項が多いことから、煩雑な制度、政令間の不一致といった問題が生じているところ、これ

を改善すべく、税法改正が進められている。改正案は現在内閣府において検討中であり、予

測は困難であるものの、2008 年中の成立・施行となるものと目される。 

 

② 要請書において示されている「公正・中立な税務体系の構築」及び「納税者の信頼獲得」

について 

ウ国政府は 06 年、税法改正と税務行政改善を最重要課題として取り組む旨の決定（大統領

令）を行っており、税務行政の改善が必要であることは十分認識されている。 

現在、これに対応すべくアクションプランを策定し対応を進めているところ。アクション

プランの内容は、業務効率化、情報管理強化を目的とした IT 化が中心であるが、あわせて人

材育成、特に中堅職員に対する再教育の重要性も指摘されている。 

なお、民間団体である税務コンサルタント協会からは、第一線の税務職員の能力向上が必

要との認識が示されている。 

 

③ ウ国側実施体制 

  ウ国における税務行政は、国家税務委員会が所管していることが確認されたところ、右機関

を CP 機関とすることを確認した。 

  また、右委員会組織に付属する研修機関として、Tax Academy（1 箇所）、及び Tax College（3

箇所）が設置されているが、この内 Tax Academy は税務職員に対する再教育も実施しており、

右 Academy の関与が必要である。 

 

（２）ウ国における税務職員に対する研修制度 

 上記（１）①のとおり、税務職員は 1 万 2 千名を数えているが、これら職員に対する研修制度

は以下のとおり。 

 

【導入教育】 

高校レベルの教育機関として、Tax College が 3 校（タシケント、フェルガナ、ブハラ）設置さ

れており、毎年 600 名～1000 名を受け入れている。4年制（内１年間の実習を含む）。卒業生は税

務署（Inspector）の職員に採用されるが、卒業生の内、75 名は Tax Academy に進学する。 

Tax Academy には、学士課程（4年間）、修士課程（2年間）が設置されている。学士課程は年間

75 名、修士課程は年間 25 名を受け入れており、幹部職員養成が目的。Tax Academy は、教員 58

名を擁しており、税制・金融・簿記会計・法学・IT・体育・軍事など、幅広い教育を行っている。 

また、修士課程は、Tax Academy 卒業後、2年間の実務経験を経たものを入学させている。 

 

【職員教育（リカレント教育）】 

Tax Academy は職員研修機能も有している。現役の税務職員向けに 2週間～3ヶ月の研修コース

が用意されており、年間 4500 名～5000 名の職員教育を実施している。また、Tax Academy 以外の

大学出身者に対しては、税務職員採用後 1年間の研修コースを実施している。 
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（３）技術協力プロジェクトの上位目標・目標・成果・活動の検討 

 ウ国側からは、①IT 化にかかる資金援助、②税収予測にかかる技術移転も希望として挙げられ

たところ、日本側から、技術協力に係るスキームの説明を行うとともに、今回の要請は税務行政

を担当する国家税務委員会から挙げられていることから、税制ではなく税務行政（執行）に係る

人材育成に注力する方針であることを伝え、先方の理解を得た。なお、現段階でのプロジェクト

の内容は別添 M/M のとおり。 

 

（４）日本側実施体制 

 本プロジェクトにおいては、国税庁の協力を得つつ JICA が専門家派遣、本邦研修を実施する。 

なお、一部投入についてコンサルタントに委託する形で実施する可能性はありうるが、この点

については今回の調査結果を踏まえ、改めて関係省庁と検討を行うものとする。 

 

（５）技術協力プロジェクト実施の妥当性・実行性の検討 

① 他国及び国際機関等のドナーからの当該分野に対する支援実績 

UNDP が`Improving Tax Administration in Uzbekistan Project`実施中。当初 2006 年の

1年間の予定のところ、1年間延長し、2007 年 12 月終了予定。 

2006 年においては、①税務調査関連法令整備、②電子申告導入に向けたシステム構築、

③Tax Academy 教育カリキュラム評価、④州レベルでの実務研修、を実施している。 

また、2007 年は①税務調査能力向上、②業務電算化コンセプト策定支援、③国際課税に

係る知見向上、④Tax Academy 教育カリキュラム改正、を支援予定。 

 

② 他国及び国際機関等のドナーの当該分野における協力実績と重複について 

税分野での支援を行っているドナーは現在 UNDP のみ。当該分野における人材育成として、

UNDP も Tax Academy に対する支援を実施中であるが、右支援は規模が小さい（予算規模 20

万ドル）こともあり、連携して協力活動を行うことにより、一層の効果の発現が期待できる。

なお、UNDP からも日本の支援を歓迎するとの認識が示された。 

③ ウ国側の要請内容と、我が国協力リソースのマッチングについて 

上述のとおり、日本の税務行政の強みは税務大学校を中心とする教育研修システムが構築

されていることであり、人材育成については協力リソースのマッチングは可能と推測される

が、詳細については調査結果を持ち帰り、関係省庁（国税庁・税務大学校）と協議を行うも

のとする。 

 

（６）今後の対応について 

ウ国側実施機関との協議においては、技術協力プロジェクト実施にあたっての協力の枠組みに

ついて意見の一致を見たが、我が方からの投入について、我が国協力リソースとのマッチングを

検討する必要があることから、事前評価調査団の帰国後に改めて関係省庁（国税庁・税務大学校）

と協議を行い、先方ニーズと当方リソースのマッチングを確認する。また、UNDP との役割分担に

ついても調整が必要と目されるところ、これらを確認したうえで R/D 最終案を作成し、ウ国側に

提示する。 

 

5 



 

別添1： Minutes of Meeting 
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別添2： 面談者リスト 

 

1 月 19 日 ワークショップ参加者リスト 

SOLIEV N.L. 国家税務委員会 副委員長 

SHMAKOVA N. 国家税務委員会 法人課税主局 副局長 

TANGIRKULOV A. 国家税務委員会 収入統計部 部長 

VAKHABOV A. 国家税務委員会 コンピューター化・情報局 局長 

ABDURAIMOV A. 国家税務委員会 人事主任専門家 

RUZIEV G. 国家税務委員会 税務アカデミー教師 

MAMASODIKOV B. 国家税務委員会 国際関係主任国家インスペクター 

NIZAMOV R. 国家税務委員会 個人課税局 局長 

TADJIEVA Dildora UNDP Project Coordinator 
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面談者リスト 

 
1 月 22 日 国家税務委員会面談者リスト 

PARPIEV B.R. 国家税務委員会 委員長 

SOLIEV N.L. 国家税務委員会 副委員長 

SHMAKOVA N. 国家税務委員会 法人課税主局 副局長 

VAKHABOV A. 国家税務委員会 コンピューター化・情報局 局長 

GAIPOV O.  国家税務委員会 国際協力部主任国家税務インスペクター

GAIPOV O. 対外経済関係省 アジア太平洋地域局 三等書記官 

MUSTAFAKULOV R. Science Information Center of New Technologies  

ディレクター 

 
1 月 23 日 税務アカデミー面談者リスト 

GADOEV E.F. 学長 

OBLOMURODOV N. 第一副学長 

KURBANOV Z. 副学長（学術研究担当） 

ACHILOV S. 副学長（経済担当） 

 

1 月 23 日 税理士協会（Chamber of Tax Consultants）面談者リスト 

PERPER Mikhail Markovich 協会副理事長、「税務税関ニュース」紙 編集長 

INDINA Irina Aronovna 協会ディレクター、会計監査士 

PODOLJSKAYAIrinaIvanovna 同協会エキスパート 

ZAJNUDDINOV Mukhiddin コンサルタント会社 “Consult Express” ディレクタ

ー、「税務税関ニュース」紙 エキスパート、協会メンバー

KHAMZAEV Dilshod ADB ICT Project 

Head of Implementation Group 

（協会のメンバーではないそうです） 

 
1 月 24 日 Center of Socio-Economic Researches 面談者リスト 

AKHMEDOV Tursum Deputy Director of Center 

KIM Vladlen Academic Secretary 

DODIEV Fozil Head of Research Project 

NURMATOV Batir Head of Research Group 

ABDULLAEV Bekzod Head Research Officer 

BASHIROV Aziz Head Specialist 
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1 月 24 日 司法省面談者リスト 

MADAMINOV A. 経済法局 局長 

SATTAROV S. 省庁規則国家登録局 局長 

NORGIEV M. 国際法管理局 副局長 

KHAKIMOV O. 国際法管理局 チーフコンサルタント 

TUKHTABAEV Z. 省庁規則国家登録局 部長 

 
1 月 24 日 UNDP 面談者リスト 

TADJIBAEVA Dildora UNDP Tax Administration Project,  

Project Coordinator 

MINIBAEV Timur UNDP Tax Administration Project, 

Assistant Project Coordinator 

TUCHKOVA Zoya State Tax Department of Tashkent City 

Head of Section 

 
1 月 25 日 国家税務委員会 面談者リスト 

SOLIEV N. 副委員長 

KURBANOV Z. 税務アカデミー 副学長（学術研究担当） 

TOJIEV A. 人事部長 

SHMAKOVA N. 国家税務委員会 法人課税法制主局 副局長、直接税局局長

NORBAEV N. 課税手法改善局 副局長、課長 

TAHIROV A. 国際税務関係・協力部 主任国家税務インスペクター 
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第2章  第 2次事前評価調査 

 

2-1  調査の目的 

 
2007 年 1 月に事前評価調査団を派遣したところであるが、今回の調査においては、具体的なプロジ

ェクト案をベースに、より詳細な情報を収集するとともに、関係機関に対し、右プロジェクト案を提示

し、意見収集を図るものとする。 

以上を踏まえ、主な調査項目は以下のとおり。 

（１）「ウ国税務行政改善プロジェクト」に係る PDM 案に基づく意見収集 

（２）税務アカデミー、税務カレッジにおけるハード、ソフト両面に係る情報収集 

 

2-2  調査団構成 

 
調査団員 

協力企画 押切 康志 独立行政法人国際協力機構 

経済開発部 経済政策・金融チーム職員 

通訳 小島 敬子 (財)日本国際協力センター 

 

2-3  調査日程 

 
  2007 年 3 月 13 日（火）～3月 17 日（土）（5日間） 

日付 活動 

3 月 13 日(火) 13：30  成田発 (OZ101)  

16：10  ソウル着 

17：20 ソウル発（OZ0573） 

21：10 タシケント着 

3 月 14 日(水) 10：00 JICA 事務所にて打合せ 

15：00 UNDP Tax プロジェクト 

3 月 15 日(木) 10：00 State tax committee(STC) 

15：00 Tax academy 

17：00 Tax college 

3 月 16 日(金) 10：00 Tax academy  

11：00 Tax college 

15：00 JICA 事務所報告 

17：00 日本大使館報告 
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22：30 タシケント発（OZ574） 

3 月 17 日(土) 08：50 ソウル着 

10：00 ソウル発（OZ102） 

12：10 成田着 

 

2-4  調査結果 

 
本第 2 次事前評価調査においては、ウ国において国家税務委員会及び UNDP を中心に、技術協力プロ

ジェクトの具体案を基に、その実施可能性につき、必要な情報を収集した。 

調査活動の結果、具体的な調査結果は以下のとおり。 

（１）「ウ国税務行政改善プロジェクト」PDM 案の実現可能性の確認 

① UNDP プロジェクト 

 UNDP が税務アカデミーを対象に技術協力実施中のところ、概要以下のとおり。 

・ 概要：税務行政の改善のための包括的な取組み。主なコンポーネントは以下のとおり。 

１）リスク分析手法の導入・確立 

 税務調査実施にあたり、調査対象先の選定方法に関し、従来の恣意的な方法から、より合理

的な選定方法を導入して効率化と品質の向上を図る。 

２）IT 化支援 

 国家税務委員会が進めている税務行政事務の効率化のためのシステム開発に関し、必要なア

ドバイスを行う。 

３）税務アカデミーキャパシティビルディング 

 税務アカデミーで実施している税務職員研修の内容に関し見直しを行い、必要な改善を行う。 

 

・ 実施期間：2007 年 1 月～2007 年 12 月 

・ 予算規模：200,000 ドル  

 

この内、特に税務アカデミーキャパシティビルディングについては、本件プロジェクトの内容

と一部重複の可能性がありうることから、詳細確認したところ進捗状況以下のとおり。 

・ 7 名のワーキンググループを組成（税務アカデミー3名、銀行金融アカデミー2名、経済大学 1

名、財務省（元国家税務委員会職員）1名） 

・ 都市部及び地方の税務職員に対するアンケート調査を実施済み。現在ワーキンググループの

TOR 策定中。 

・ 今後、アカデミーの教育課程変更に係る許可を高等教育省から取り付けた上で、カリキュラム

改正・教材開発等の作業に着手。 

 

   なお、UNDP からは、以下 2点に関し連携の要望が挙げられた。 

１）改定後カリキュラムの実施支援 

 UNDP プロジェクトでは、カリキュラムの改定をもってプロジェクトが終了するため、改定
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後カリキュラムに関する教員の再訓練や、改定後カリキュラムの実施そのものは対象となって

いないところ、右ステップに係る支援が必要。 

 

２）税務カレッジ支援 

 幹部候補生対象の税務カレッジとは別に、一般職員向け研修機関である税務カレッジについ

ては右プロジェクトの対象範囲外となっているが、職員数に関しては一般職員のほうがはるか

に多いため、右カレッジに対する支援が必要。 

 

  UNDP プロジェクトについては、①予算総額が 20 万ドルと小規模であり、かつ税務アカデミー支援

はその１コンポーネントに過ぎないことから、包括的なカリキュラム改定は難しいと推測されること、

②ウ国政府関係者のみによる作業であり、本邦の知見を踏まえたアドバイスは有効を目されることか

ら、本件 JICA プロジェクトに関し、当初案どおり進めても特段の重複は発生せず、むしろ連携を推

進することにより、相乗的な効果の発現が期待できる。 

 

  なお、UNDP からも、JICA が当初案どおりのプロジェクトを実施するようであれば、これまでの UNDP

プロジェクトの成果の共有を始めとして連携した活動を行いたい旨、申し入れがあった。 

 

② 国家税務委員会及び税務アカデミーに対する PDM 案の提示及び説明 

１）国家税務委員会 

 PDM 及び PO について説明するとともに、今後のスケジュール（5月 R/D 署名、9月プロジェクト

開始）につき説明を行ったところ、賛同するとの意見を得られた。 

 あわせて、UNDP プロジェクトとの連携を図り役割分担につき明確化するべき、及びプロジェク

ト開始時期を可能な限り早めるべき、とのコメントを得た。 

 

２）税務アカデミー 

   PDM 及び PO について説明するとともに、今後のスケジュール（5月 R/D 署名、9月プロジェクト

開始）につき説明を行ったところ、賛同するとの意見を得られた。 

   また、税務カレッジについてもプロジェクトの対象範囲に含めるべきとの意見が出されるととも

に、なるべく早く研修実施フェーズに進みたいとの認識が示された。こうした事項については、PDM、

PO に関するカウンタープロポーザルの形で日本側に提示するとのことである。 

   なお、UNDP プロジェクトとの関連については、①連携してプロジェクトを実施したい、②アカ

デミーとしては重複する内容ではないと考えている、③日本の知見を学びたいと考えている、との

理由から、今回提示した案にて取り進めてほしいとのコメントが得られた。 

 

３）税務カレッジ 

PDM 及び PO について説明するとともに、今後のスケジュール（5月 R/D 署名、9月プロジェクト

開始）につき説明を行ったところ、賛同するとの意見を得られた。 

（２）ウ国における税務職員に対する研修制度の確認 

  ウ国における研修制度は概ね以下の 3分類が可能。 

①学生教育 
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税務職員の大半は、税務アカデミーもしくは税務カレッジの卒業生から採用されており、

税務アカデミー（4年制、大学相当、幹部職員向け）、及び税務カレッジ（4年制、高校相当、

一般職員向け）において、税務職員としての基礎知識を習得するよう専門科目の教育が実施

されている。 

他方、税務アカデミー、税務カレッジは、それぞれ高等教育機関、中等教育機関としての

性格も有しており、高等教育省が定める大学、高校としての教育課程も履修する必要がある。

この傾向は税務カレッジにおいて顕著であり、学生の年齢が若い（日本における高校に相当）

ことから、専門科目は全体の 2割程度に留まっている。 

なお、税務カレッジは全国に 3校あるが、履修内容については同一とのこと。 

 

②導入教育 

税務アカデミー、税務カレッジとも最終学年は、税務署におけるインターンを実施してい

る。インターン生は税務署員としての肩書きの下、実務に関与するとのことであり、卒業生

の大半が税務職員として正式採用されることを勘案すれば、事実上の導入教育（初任者研修）

としての機能を有していると目される。 

なお、インターンとして履修すべき項目は、国家税務委員会において策定されたプログラ

ムに準拠しており、各税務署において指導官が設置されているとのこと。 

 

③職員教育 

税務アカデミーにおいて職員向け研修を実施。右研修内容については、その性格上、高等

教育省の管理外となる。 

 

（３）その他 

 日本大使館から、本件プロジェクトに係る R/D 署名式に関し、日本の協力をアピールすべく、大々的

に行いたい（具体的には大使臨席、他ドナー招待、記者会見実施など）との意向が示された。 

また、署名式実施時期については、今後の作業や上記署名式の実施準備を勘案すると、2007 年 5 月

頃が望ましいと思われる。 



ウズベキスタン共和国
高等中等専門教育省
《承認》

ウズベキスタン共和国高等中等専門教育省

基本教育計画
学位：学士

教育期間：４年
教育形態：全日制

教育分野：5340800　租税と課税

1.　教育スケジュール
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税務アカデミー履修表〈 教育計画 〉 

 

1 2 3 4 5 6 7 8

21 21 21 13 21 21 21 5

1 2 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19
1.00 人文系、社会経済系科目 1853 25.0 1032 272 760 1 821 20 12 6 6 4 0 4
1.01 ウズベキスタン史 150 84 42 42 66 4
1.02 国家及び法原論 150 84 42 42 66 4
1.03 哲学 245 136 68 68 109 4 4
1.04 文化（社会）人類学 150 84 42 42 66 4
1.05 経済理論 150 84 42 42 1 66 4
1.06 政治学 130 72 36 36 58 4
1.07 ウズベク語（ロシア語） 150 84 84 66 4
1.08 外国語 454 252 252 202 6 6
1.09 体育・スポーツ 274 152 152 122 2 2 2 2
2.00 数学系、自然科学系科目 1153 15.8 640 322 192 126 513 8 14 6 4

数理伝達課程
2.01 高等数学 302 168 84 84 134 4 4
2.02 確率論と数理統計学 76 42 22 20 34 2
2.03 数理プログラミング 94 52 26 26 42 4
2.04 経済における情報学と情報工学 454 252 126 126 202 4 4 4

自然科学課程
2.05 経済地理学と環境学 227 126 64 62 101 6
3.00 一般職業科目 2657 34.5 1476 748 564 164 1 1181 2 18 12 18 18 8

経済科目課程
3.01 ミクロ・マクロ経済学 227 126 64 62 101 2 4
3.02 経営学・マーケティング概論 227 126 64 62 101 6

簿記、分析、監査、統計課程
3.03 簿記理論 76 42 22 20 34 2
3.04 会計・経営報告 227 126 64 62 1 101 6
3.05 税務報告と報告書類 66 36 18 18 30 2
3.06 財務・経営分析 227 126 64 62 101 2 4
3.07 税務調査 150 84 42 42 66 4
3.08 税務統計・予測 150 84 42 42 66 4

金融・信用課程
3.09 貨幣、信用、銀行 186 104 52 52 82 8
3.10 金融 376 210 106 104 166 6 4
3.11 小規模事業と民間企業 76 42 22 20 34 2
3.12 保険業 66 36 18 18 30 2

法学課程
3.13 民法、民事訴訟 227 126 64 62 101 6
3.14 行政法 94 52 26 26 42 4
3.15 企業法 76 42 22 20 34 2
3.16 刑法と刑事訴訟 76 42 22 20 34 2
3.17 税法 130 72 36 36 58 4
4.00 総合専門課程 647 9.8 358 180 178 2 289 4 6 10
4.01 租税理論 94 52 26 26 42 4
4.02 法人課税 227 126 64 62 1 101 6
4.03 個人課税 130 72 36 36 1 58 4
4.04 税務経営 66 36 18 18 30 2
4.05 税務管理 130 72 36 36 58 4
5.00 追加科目 450 6.1 252 252 198 6 6
6.00 選択科目 584 8.8 322 164 158 262 2 2 4 2 8
6.01 国の税務組織 76 42 22 20 34 2
6.02 諸外国の税制 130 72 36 36 58 4
6.03 国家財政 66 36 18 18 30 2
6.04 非常事態と市民防衛 76 42 22 20 34 2
6.05 産業簿記 94 52 26 26 42 4
6.06 投資計画と資金調達 66 36 18 18 30 2
6.07 選択科目 76 42 22 20 34 2

計 7344 100 4080 1686 1344 126 924 4 3264 30 30 30 30 30 30 30
技能実習 1188
卒業技能労働 378
国家審査 162

計 1728
計 9072

注：
1 高等教育機関が専門教育科目を選定する際は、雇用者のニーズを勘案する。
2

科目名

4

２．教育計画

No. セ
ミ
ナ
ー

レ
ポ
ー
ト

学期

時
間

％

講
義

実
習

実
験

学生の勉学時間数 学年・学期・週別時間数
講義時間数

自
習

１年 ２年 ３年 ４年

投入労力

学期ごとの週の数計

軍事教練は追加科目部門（ブロック）の時間を割り当てて実施する。徴兵は、休暇期間を利用する。軍事教練を実施しない場合は、高等
教育機関の教授会の判断により、労働市場のニーズに教育プログラムを適合させる目的で追加科目の時間枠を利用する。
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3

4 学習教科の20%以上の分量は自習によって習得されなくてはならない。
5 学生の知識のチェックと評価は格付け制度によって年度内に行われる（TO：当座評価、PO：中間評価、IO:最終評価）。
6 卒業技能労働期間には、その審査も含まれている。

調整会議(Coodination Counsil)議長

高等教育機関総局長 I. Mazhidov 議定書No.

高等中等専門職業教育開発センター B. Rakhimov

税務アカデミー学長 E. Gadoev

高等教育機関は基本教育計画を基に作業(Working)教育計画を作成する。この際高等教育機関は、自由にその数を決定することができ
るが、学生の週間学習量を守らなくてはならない。教科ブロックとブロックに含まれる教科もそれぞれ5%、10%以下の範囲で自由に決定す
ることができるが、１週間の平均学習時間32時間は維持しなくてはならない。

学習過程 週 国家審査学期
１～8136

22
理論教育と実務教育
技能実習
国家審査

高等中等専門教育省
高等教育機関間学術指導連合　調整会議　了承

1.　人文系、社会経済系科目
2.　外国語
3.　卒業技能労働

36
204

3
7卒業技能労働

休暇
計

4、8
8
8

１～8
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税務アカデミー・税務カレッジ写真集 

 

１．税務アカデミー 図書室 

 

 

２．税務アカデミー 教科書の一部（教員が作成したものが中心） 

 

 

３．税務アカデミー 図書室閲覧室 
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４．税務アカデミー コンピュータ室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．税務アカデミー 寄宿棟 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．税務アカデミー 講義棟 
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７．税務アカデミー講義風景（英語） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．税務アカデミー授業風景（体育） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９．税務アカデミー講堂 
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１０．税務アカデミー体育館 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１．税務カレッジ授業風景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２．税務カレッジ教科書（主に教員が作成） 
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第3章  実施協議調査 

 

3-1 調査の背景 
 

ウ国では、独立以降、綿花・金を始めとする一次産品中心の経済構造を維持しつつ、漸進的な改革を

進めるとの方針に基づいた経済運営を行ってきた。しかしながら、1996 年の綿花不作を契機に、一次

産品市場の低迷に伴う経済不振からの脱却を目指して市場経済への移行を加速させており、近時は行

政・経済改革の促進や立法の強化に関する取り組みが進められている。特に、経済成長のためには民間

セクター開発が不可欠との考え方の下、2005 年 6 月には国内の中小企業振興を目的とした各種大統領

令が発令されるなど、国内の民間セクター振興にかかる制度改革、規制緩和に関する取り組みが進めら

れているところである。 

今後のウ国経済発展においては、民間セクターの活性化が不可欠であり、そのためには税務行政の改

善が重要な地位を占めることから、JICA では、2003 年 11 月～2004 年 8 月まで技術協力プロジェクト

「税制・税務行政改革のための共同調査研究」を実施した。このプロジェクトでは、報告書を全面的に

ウ国側 C/P が作成し、日本側専門家グループがその助言、質問への回答を行うとともに、客観的情報を

得るために納税者意識調査を実施したものであるが、その際にも「頻繁な税制の改訂」、「高率な税制」、

「税務署に対して極めて弱い個別企業の立場」等の問題が指摘されている。 

今後、こうした提言に基づき税務行政改善を進めていく必要があるが、ウ国には十分な知見がなく、

依然として先進諸国からの支援を必要としている。こうしたことから、先般の技協プロジェクトでの提

言をふまえ、「税務当局機構の最適化」、「徴税官の訓練、スキルアップ」、「税務当局および納税者間の

関係改善」、「税制の最適化」等を目的した本プロジェクトの要請が提出された。 

この要請は 2006 年度技術協力プロジェクト案件として採択され、2007 年 1 月 16 日～2007 年 1 月 27

日にかけ事前評価調査団を、2007 年 3 月 13 日～2007 年 3 月 17 日にかけ第 2 次事前評価調査団を、そ

れぞれ派遣した。 

 

3-2 調査の目的 
 

上記のとおり、2007 年 1 月に事前評価調査団、3月に第 2次事前評価調査団を派遣したところである

が、今回の調査においては、関係機関に対し技術協力プロジェクトの枠組みを提示し、合意を得ること

を目的とする。 

以上を踏まえ、主な調査項目は以下のとおり。 

（１）「ウ国税務行政改善プロジェクト」に係る枠組みについての合意取り付け 

（２）右プロジェクトの実施に係る今後のスケジュールの説明 

（３）UNDP との連携方法についての意見交換 
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3-3 調査団構成 
 

調査団員 

団長 十郎 正義 独立行政法人国際協力機構 

経済開発部 課題アドバイザー 

協力企画 押切 康志 独立行政法人国際協力機構 

経済開発部 経済政策・金融チーム職員 

通訳 小島 敬子 (財)日本国際協力センター 

研修監理部 

 

3-4  調査日程 
 

 2007 年 10 月 2 日（火）～10 月 6 日（土）（5日間） 

日付 活動 

10 月 2 日(火) 13：30  成田発 (OZ101)  

15：55  ソウル着 

17：30 ソウル発（OZ0573） 

21：10 タシケント着 

10 月 3 日(水) 10：00 JICA 事務所打ち合わせ 

11：30 State tax committee(STC) 

10 月 4 日(木) 10：00 団内打ち合わせ 

14：30 STC 

10 月 5 日(金) 10：00 団内打ち合わせ 

15：30 JICA 事務所報告 

16：30 日本大使館報告 

22：30 タシケント発（OZ574） 

10 月 6 日(土) 08：50 ソウル着 

10：00 ソウル発（OZ102） 

12：10 成田着 

 

3-5 協議結果 
 

本実施協議調査においては、CP 機関である国家税務委員会に対し技術協力プロジェクトの具体案を

基にその枠組みについて説明を行い、CP 機関の同意を取り付け、R/D 及び M/M にて確認することを基本

方針とする。右基本方針のもと協議を行ったところ結果以下のとおり。 
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（１）「ウ国税務行政改善プロジェクト」にかかる枠組みについての協議 

①  プロジェクトの内容（実施体制、投入内容等）について、R/D 案を基に説明を行い、合意を

取り付けた。なお、R/D 署名交換により確認を行う予定であったが、ウ国政府内部の調整にな

お 1 週間を要するとのことから、署名交換については JICA ウ国事務所長名にて行う旨、依頼

した。 

最終的にウ国政府における調整には約 1ヵ月半を要したが、12 月 28 日付で右 R/D の署名交換

を行った。     

 

② PDM、PO についても説明を行い、合意を取り付けた。なお、M/M 署名交換についても R/D 同様

の対応としたところ、12 月 28 日付にて署名交換を行った。 

 

（２） UNDP との連携についての意見交換 

UNDP が類似案件を実施中であるが、これまでの調査で以下 2点に関し連携の要望が挙げられている。 

① 改定後カリキュラムの実施支援 

UNDP プロジェクトでは、カリキュラムの改定をもってプロジェクトが終了するため、改定後カ

リキュラムに関する教員の再訓練や、改定後カリキュラムの実施そのものは対象となっていない

ところ、右ステップに係る支援が必要。 

 

② 税務カレッジ支援 

幹部候補生対象の税務アカデミーとは別に、一般職員向け研修機関である税務カレッジについ

ては右プロジェクトの対象範囲外となっているが、職員数に関しては一般職員のほうがはるかに

多いため、右カレッジに対する支援が必要。 

 

 UNDP プロジェクトについては本年 12 月に終了予定であり、今後の予定を確認するとともに、UNDP プ

ロジェクトにおける成果品等の引継ぎ、情報共有について確認を行う予定であったが、右プロジェクト

関係者がいずれもパリ出張中であり、今後の情報収集については、JICA ウ国事務所において引続き実

施することとした。 

以上 
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別添5： Record of discussions 
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